
けております。

阪和興業株式会社

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款第18条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.hanwa.co.jp/)に
掲載することにより、株主の皆様に提供しております。
　なお、監査役および会計監査人が監査報告書または会計監査報告書を作成
するに際して、連結計算書類および計算書類の一部として、合わせて監査を受

第７０回定時株主総会招集ご通知に際しての
法令および定款に基づくインターネット開示事項

（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

個 別 注 記 表

連 結 注 記 表



連結注記表 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社数   30社 

主要な連結子会社の名称 HANWA AMERICAN CORP. 

なお、ハンワフーズ㈱及びPT. HANWA INDONESIAについては、連結計算書類に与える

影響が重要になったため、当連結会計年度から連結の範囲に含めております。 

 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称     日興金属㈱ 

                             西部サービス㈱ 

     ㈲アルファフォルム 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、その総資産額、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等の観点から、いずれも小規模であり、かつ、全体としても連

結計算書類に重要な影響を与えないと認められるので、連結の範囲から除外しておりま

す。 

 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社数及び持分法を適用した非連結子会社の名称 

持分法を適用した非連結子会社数 ４社 

持分法を適用した非連結子会社の名称 阪和商貿(北京)有限公司 

阪和商貿(大連)有限公司 

阪和商貿(青島)有限公司 

㈱阪和アルファビジネス 

なお、㈱阪和アルファビジネスについては、連結計算書類に与える影響が重要になっ

たため、当連結会計年度から持分法適用の範囲に含めております。 

 

(2) 持分法を適用した関連会社数及び持分法を適用した関連会社の名称 

持分法を適用した関連会社数  １社 

持分法を適用した関連会社の名称 COSMOSTEEL HOLDINGS LIMITED 

 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称等 

非連結子会社（日興金属㈱他）及び関連会社（東莞鉄和金属制品有限公司他）は、そ

れぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等の観点から、

いずれも小規模であり、かつ、全体としても連結計算書類に重要な影響を与えないと認

められるので、持分法は適用しておりません。 
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。 

 

連結子会社名  決算日 

HANWA AMERICAN CORP.  2月末日 

HANWA CANADA CORP.  2月末日 

阪和(香港)有限公司  2月末日 

台湾阪和興業股份有限公司  2月末日 

HANWA SINGAPORE (PRIVATE) LTD.  2月末日 

PT. HANWA INDONESIA  2月末日 

SEATTLE SHRIMP & SEAFOOD COMPANY,INC.  12月末日 

阪和(上海)管理有限公司  12月末日 

HANWA THAILAND CO., LTD.  12月末日 

長富不銹鋼中心(蘇州)有限公司  12月末日 

阪和鋼板加工(東莞)有限公司  12月末日 

HANWA STEEL SERVICE (THAILAND) CO.,LTD.  12月末日 

PT.HANWA STEEL SERVICE INDONESIA  12月末日 

 

連結計算書類の作成に当たっては、連結子会社の計算書類を使用しておりますが、連結決算

日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価基準 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

評価基準 … 原価基準 

評価方法 … 移動平均法 

② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務 

評価基準 … 時価基準 

③ たな卸資産 

評価基準 … 原価基準 

（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

評価方法 … 主として移動平均法又は個別法 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く。） 

主として定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法 
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③ リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

定額法 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

従業員賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 関係会社事業損失引当金 

関係会社に対する将来の損失に備えるため、当社が負担することとなる損失見込額に基

づき計上しております。 

④ 製品保証引当金 

販売済製品に係る一定期間の無償補修費の支出に備えるため、過去の実績率に基づき計

上しております。 

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付

債務から年金資産の額を控除した額を固定負債の「退職給付に係る負債」（ただし、年金

資産の額が退職給付債務を超える場合には投資その他の資産の「その他（退職給付に係

る資産）」）として計上しております。 

過去勤務費用については、主にその発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、主に各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしております。 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の「退職給付に係る調整累計額」に計上してお

ります。 

 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。 

 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

ただし、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特例処理によっ

ております。なお、一部の在外連結子会社については、国際会計基準による時価ヘッジ

処理によっております。 
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② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであ

ります。 

a. ヘッジ手段 … 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 … 借入金 

 

b. ヘッジ手段 … 商品先渡取引 

ヘッジ対象 … ニッケル等の輸入によるたな卸資産及び予定取引 

③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッ

ジ対象に係る商品価格変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしてお

ります。 

④ ヘッジ有効性の評価方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有

効性の評価を省略しております。 

 

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して

おります。 

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 

 

（追加情報） 

 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３

月28日）を当連結会計年度から適用しております。 

 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

 

連結貸借対照表 

前連結会計年度において「受取手形及び売掛金」に含めておりました「電子記録債権」（前連

結会計年度16,141百万円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度より区分掲記し

ております。 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「機械装置及び運搬具」（当連結会計年度

6,183百万円）については、金額が僅少となったため、当連結会計年度は「その他」に含めて表
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示しております。 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「前受金」（当連結会計年度26,483百万円）

については、金額が僅少となったため、当連結会計年度は「その他」に含めて表示しております。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

 

１．たな卸資産の内訳 

商品及び製品 101,650 百万円 

仕掛品 1,917 百万円 

原材料及び貯蔵品 7,471 百万円 

計 111,039 百万円 

 

 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（1）借入金及び社債の担保に供している資産 

現金及び預金  50 百万円 

建物及び構築物 280 百万円 

土地 1,112 百万円 

計 1,442 百万円 

 

対応債務  短期借入金 247 百万円 

１年内償還予定の社債 21 百万円 

社債 76 百万円 

長期借入金 587 百万円 

計 932 百万円 

 

（2）取引保証金として差入れている資産 

現金及び預金 13 百万円 

投資有価証券 5,298 百万円 

計 5,311 百万円 

  

 

（3） 第三者の借入等に供している資産 

投資有価証券 1,705 百万円 

 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額                              37,299 百万円 

 

 

４．保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に 

対して保証を行っております。 
2,076 百万円 

 

 

５．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 

受取手形割引高 6,071 百万円 

受取手形裏書譲渡高 194 百万円 
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６．土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34号）に基づき、平成 14年３

月 31日に事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に

定める方法により算出しております。 

 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の当連結会計年度末における 

時価と再評価後の帳簿価額との差額 953 百万円 

 

 

 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

 

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式    211,663,200 株 

 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

１株当 

たり 

の金額 

基準日 効力発生日 

平成28年６月29日 

定時株主総会 普通株式 2,072百万円 10.00円 平成28年３月31日 平成28年６月30日 

平成28年11月11日 

取締役会 普通株式 1,828百万円  9.00円 平成28年９月30日 平成28年12月６日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

平成29年６月29日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり決議する予定であります。 

決議 
株式の 

種類 
配当の原資 

配当金 

の総額 

１株当 

たり 

の金額 

基準日 効力発生日 

平成29年６月29日 

定時株主総会 普通株式 利益剰余金 2,031百万円 10.00円 平成29年３月31日 平成29年６月30日 

 

 

  

- 6 - 

 



（リース取引に関する注記） 

 

オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

1年内 529 百万円 

1年超 7,834 百万円 

計 8,364 百万円 

 

（金融商品に関する注記） 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、営業取引及び投融資活動等に必要な資金を銀行借入、社債及びコマーシャ

ル・ペーパー発行により調達を行っております。一時的な余資は、安全性の高い金融商品で運

用しております。 

受取手形及び売掛金、電子記録債権は、取引先の信用リスクを有しており、「与信管理規程」

に従い、管理を行っております。 

有価証券及び投資有価証券は、主に取引先を中心とした上場株式であり、定期的に把握され

た時価を取締役会へ報告しております。 

長期貸付金は、主に取引先に対するもので、信用リスクを有しており、「与信管理規程」に

従い、管理を行っております。 

デリバティブ取引は、外貨建ての債権債務に係る為替変動リスクをヘッジすることを目的と

した先物為替予約取引（通貨スワップ取引を含む。）、借入金の一部について金利変動リスクを

ヘッジすることを目的とした金利スワップ取引、商品相場の価格変動リスクをヘッジすること

を目的とした商品先渡及び商品スワップ取引であり、投機目的の取引は行わない方針でありま

す。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含めておりません。 

  （単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預金 28,465 28,465 － 

(2) 受取手形及び売掛金 307,853   

貸倒引当金(※1) △267   

 307,586 307,586 － 

(3) 電子記録債権 30,742   

貸倒引当金(※1) △29   

 30,712 30,712 － 

(4) 有価証券及び投資有価証券    

① 関連会社株式 2,671 1,051 △1,619 

② その他有価証券 38,621 38,621 － 

(5) 長期貸付金 10,842   

貸倒引当金(※1) △10   

 10,831 10,831 － 

資産計 418,888 417,268 △1,619 
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(1) 支払手形及び買掛金 191,989 191,989 － 

(2) 短期借入金 68,882 68,882 － 

(3) コマーシャル・ペーパー 5,000 5,000 － 

(4) １年内償還予定の社債 21 21 － 

(5) 社債 40,076 40,264 △188 

(6) 長期借入金（１年内返済予定含む。） 144,612 144,702 △90 

負債計 450,582 450,860 △278 

デリバティブ取引（※2）    

①ヘッジ会計が適用されていないもの （※3）10,444 （※3）10,444 － 

②ヘッジ会計が適用されているもの (49) (640) △591 

デリバティブ取引計 10,395 9,803 △591 

(※1) 一般貸倒引当金を控除しております。 

(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については、（ ）で示しております。 

(※3) 契約に基づき取引先等に評価損益が帰属するデリバティブ取引11,188百万円が含ま

れております。 

 

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、並びに(3)電子記録債権 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

 

(4) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 

(5) 長期貸付金 

これらは金利の見直しが行われる変動金利型の長期貸付金であるため、時価は帳簿価額

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

 

負 債 

(1) 支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、並びに（3）コマーシャル・ペーパー 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

 

(4) １年内償還予定の社債、並びに（5）社債 

市場価格のあるものについては、日本証券業協会が提示する価格を使用し、市場価格の

ないものについては、短期間で償還されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

 

(6) 長期借入金（１年内返済予定含む。） 

元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。変動金利型の長期借入金については、短期間で市場金利を

反映していることから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額に

よっております。なお、長期借入金には１年内返済予定の借入金を含んでおります。 
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デリバティブ取引 

時価の算定方法は、取引金融機関及び取引所会員等から提示された価格によっております。 

 

 

(注2) 非上場株式等（連結貸借対照表計上額 31,718百万円）は、市場価格がなく、かつ、将来キ

ャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「（4）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

 

 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 

１．１株当たり純資産額 838 円 70 銭 

２．１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額 80 円 18 銭 

 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 

１．子会社への増資 

平成 29 年４月 27 日開催の取締役会において、当社子会社である日本南ア・クロム株式会社が、

Samancor Chrome Holdings Proprietary Limited株式取得のための資金調達を目的として実施する

第三者割当増資を引き受けることを決議し、平成 29年４月 28日付で払込を完了いたしました。 

 

子会社の概要 

 ①会社名 日本南ア・クロム株式会社 

 ②代表者名 天野 毅 

 ③所在地 東京都中央区築地１丁目 13番１号 

 ④設立年月日 平成 29年４月３日 

 ⑤事業内容 投資事業（金属鉱業を営む会社の株式及び出資持分等を保有する事による事

業活動の支配並びに管理） 

 ⑥増資前の資本金 5千円 

 ⑦出資比率 阪和興業株式会社 100％ 

 

増資の概要 

①増資額  27,216百万円 

 増資引受額    阪和興業株式会社 13,635百万円 

             独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 13,580百万円 

②増資後の資本金 13,608百万円 

③払込日  平成 29年４月 28 日 

④増資後の出資比率 阪和興業株式会社 50.1％  

  独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 49.9％ 
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２．株式取得による関連会社化 

  平成 29 年５月２日に当社子会社である日本南ア・クロム株式会社が Samancor Chrome Holdings 

Proprietary Limitedの株式の 20％を取得し、同社は当社の持分法適用関連会社となる予定です。 

  ①株式取得の相手会社の名称 

   Terris Chrome Limited 

  ②株式取得の主な理由 

  Samancor Chrome Holdings Proprietary Limitedが生産するフェロクロムの日本向け供給権獲

得のため。 

  ③株式取得の時期 

   平成 29年５月２日 

  ④取得後の持分比率 

   29％ 

(注)当社は、平成 17 年より Samancor Chrome Holdings Proprietary Limitedに出資参画し、

平成 29年３月末時点で９％の株式を保有しております。したがって、今回の日本南ア・クロム

株式会社の取得株式を含めると、当社の持分比率は 29%となります。 

  ⑤株式取得の取得原価 

   26,853百万円 

  ⑥支払資金の調達及び支払方法 

   自己資金等により持分を取得 
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個別注記表 

 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

 

会計処理基準に関する事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 評価基準…原価基準 

 評価方法…移動平均法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時価基準 

  (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

 時価のないもの 

  評価基準…原価基準 

  評価方法…移動平均法 

② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務 

評価基準…時価基準 

③ たな卸資産 

評価基準…原価基準 

     (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

評価方法…移動平均法又は個別法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く。) 

主として定額法 

② 無形固定資産(リース資産を除く。) 

定額法 

 なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づ

く定額法 

③ リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 定額法 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

従業員賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 製品保証引当金 

販売済製品に係る一定期間の無償補修費の支出に備えるため、過去の実績率に基づき計上  

しております。 
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④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

・退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる 

 方法については、給付算定式基準によっております。 

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 

 年数(14年)による定額法により按分した額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間 

 以内の一定の年数(14年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度 

 から費用処理することとしております。 

 なお、年金資産が退職給付債務から未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を 

 控除した金額を超過しているため、当該超過額は、「前払年金費用｣として固定資産に計 

 上しております。 

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類に 

 おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 

(5) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

ただし、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特例処理によっ

ております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ａ．ヘッジ手段 … 金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 … 借入金 

ｂ．ヘッジ手段 … 商品先渡取引 

  ヘッジ対象 … ニッケル等の輸入によるたな卸資産及び予定取引 

③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッ

ジ対象に係る商品価格変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしており

ます。 

④ ヘッジ有効性の評価方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有

効性の評価を省略しております。 
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(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

 

(会計方針の変更に関する注記) 

 

法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」(実務対応報告第 32号 平成 28 年６月 17日)を当事業年度に適用し、平成 28年４月１日以後

に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 

(追加情報) 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 26号 平成 28年３月

28日)を当事業年度から適用しております。 

 

(表示方法の変更に関する注記) 

 前事業年度において「受取手形」に含めておりました「電子記録債権」（前事業年度 15,568百万

円）については、重要性が高まったため、当事業年度より区分掲記しております。 

 

(貸借対照表に関する注記) 

 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 取引保証金として差入れている資産 投資有価証券  4,657 百万円 

(2) 第三者の借入等に供している資産  投資有価証券  1,705 百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額           13,836 百万円 

 

３．保証債務 

 関係会社の銀行借入等に対し保証を行っております。         29,293 百万円 

 

４．受取手形割引高              5,918 百万円 

 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

     短期金銭債権  45,364 百万円 

   長期金銭債権      ― 百万円 

   短期金銭債務  16,191 百万円 

   長期金銭債務    ― 百万円 

 

(損益計算書に関する注記) 

 

１．関係会社との取引高 

   売上高   93,817 百万円 

  仕入高     81,090 百万円 

  その他の営業取引高  1,302 百万円 

  営業取引以外の取引高   987 百万円 

- 13 - 

 



２．固定資産売却益 

当事業年度における固定資産売却益は、主に千葉県習志野市の賃貸不動産売却によるもので

あります。 

 

３．固定資産売却損 

当事業年度における固定資産売却損は、主に千葉県習志野市の賃貸不動産売却によるもので

あります。 

 

 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式    8,464,473 株 

 

 

(税効果会計に関する注記) 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

    繰延税金資産 

    関係会社株式及び関係会社出資金評価損否認額 2,862 百万円 

  連結子会社との合併に伴う将来減算一時差異 2,731 

   土地買戻損失否認額 1,293 

   減損損失否認額 795 

   賞与引当金 569 

   投資有価証券及び出資金評価損否認額 546 

   土地再評価差額金 225 

   その他 2,716 

  繰延税金資産小計 11,742 

  評価性引当額 △8,878 

  繰延税金資産合計 2,864 

 

    繰延税金負債 

    その他有価証券評価差額金 5,593 百万円 

  土地再評価差額金 1,634 

   前払年金費用 1,450 

   その他 1,318 

  繰延税金負債合計 9,996 

  繰延税金負債の純額 7,132 
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(関連当事者との取引に関する注記) 

 

子会社 

    

(単位：百万円) 

会社等の名称 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の

内容 

取引 

金額 
科目 期末残高 

HANWA AMERICAN 

CORP. 

 所有 

 直接 100.0% 

北米地域に

おける商品

の仕入およ

び販売 

債務保証 

役員の兼任 

債務の

保証 

(注) 

8,702  ― ― 

HANWA 

SINGAPORE 

(PRIVATE)LTD. 

 

 所有 

 直接 100.0% 

アジア地域

における商

品の仕入お

よび販売 

債務保証 

役員の兼任 

債務の

保証 

(注) 

8,924 ― ― 

(注) 債務保証は、外部金融機関からの事業資金の借入等に係る保証であり、取引金額は平成29年3 

月末残高であります。また当社では、債務保証に対し保証料を受け取っており、取引条件及 

びその決定方針については双方協議のうえ決定しております。 

 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

 

１．１株当たり純資産額 815 円 76 銭 

２．１株当たり当期純利益金額 76 円 74 銭 

 

 

(重要な後発事象に関する注記) 

 

子会社への増資 

当社は、平成 29年４月 27 日開催の取締役会において、子会社である日本南ア・クロム株式会社

が、Samancor Chrome Holdings Proprietary Limited株式取得のための資金調達を目的として実施

する第三者割当増資を引き受けることを決議し、平成29年４月28日付で払込を完了いたしました。 

詳細につきましては、連結注記表の(重要な後発事象に関する注記)をご参照ください。 
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